
－22－ 

平成28年12月橋本市議会定例会会議録（第２号）その３ 

平成28年12月５日（月） 

                                           

                                      

   

（午前10時45分 再開） 

○議長（中本正人君）休憩前に引き続き、会

議を開きます。 

 日程に従い、一般質問を行います。 

 順番２、７番 髙本君。 

〔７番（髙本勝次君）登壇〕 

○７番（髙本勝次君）それでは、通告に従い

まして一般質問を行います。今回、大きな項

目、三点あります。 

 まず、第一点目ですが、高齢者世帯の福祉

施策についてということであります。 

 団塊世代が高齢期に入り、高齢者の割合が

増える一方であります。ＮＨＫテレビでも「老

人無縁社会」「老人漂流社会」「老後破産」「親

子共倒れ」といったスペシャル番組を６年前

から取り上げているところです。現実に市内

でも、私の近所の方で孤独死された方があり

ました。また、私の友人のおじさんが死後五

日たってからわかったという話も聞きました。

私に相談に来られた方には、年金が月に３万

5,000円、あるいは無年金のため残った貯蓄で

生活しているが、いつまでもつかわからない、

そういったご相談もありました。 

 私は、ひとり暮らしの高齢者の生活苦、孤

独死をなくす福祉施策について質問したいと

思います。 

 まず一点目に、市内の生活保護世帯数とそ

の人数は何人ですか。また、その内訳、障が

い者や母子家庭などの、それぞれ別の世帯数

はいくつありますかということです。生活保

護受給者で、ひとり暮らしの高齢者は何人お

りますか。 

 二点目に、現在、ひとり暮らしの高齢者は

市内に何人いますか。そしてまた、過去５年

間で孤独死が何人おられたか、わかる範囲で

お答え願いたいと思います。 

 三点目ですが、ひとり暮らしの高齢者に対

して、地域での見守りの活動をどのようにさ

れているかをお聞きしたいと思います。 

 四点目に、ひとり暮らしの高齢者の水道代、

電気代の滞納者が何人おられるか把握できて

いるかどうかをお聞きしたいと思います。 

 五点目に、要支援・要介護認定の認定者は

合計4,453人います。そのうち介護サービスを

受けている方は4,081人です。介護認定されな

がら介護サービスを利用していないのはどう

いう理由からですか、お聞きしたいと思いま

す。 

 大きな項目の二つ目ですが、子どもの貧困

対策とその関連についてお聞きします。 

 2013年６月、衆・参両議院で全員一致で子

どもの貧困対策法、子どもの貧困対策の推進

に関する法律というものですが、成立いたし

ました。本市では、中学校卒業までの医療費

無料化をはじめ、昨年度から子ども・子育て

支援事業計画がスタートしました。そこでい

くつかお聞きしたいと思います。 

 一点目に、就学援助制度について質問いた

します。現在の就学援助受給者は要保護・準

要保護児童で、それぞれ小学校・中学校で何

人おられますか。就学援助制度の新入学児童

生徒学用品費等の支給金額、いわゆる入学準

備金ですが、その支給金額はいくらで、いつ

支給されていますかということです。それと、

ひとり親家庭、母子家庭・父子家庭は、それ

ぞれ何世帯ありますか。 

 二点目に、和歌山県の子どもの貧困率は、
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４年前で17.5％、全国平均よりも高くて、全

国９位という調査報告が新聞でも報道されて

います。和歌山県は来年３月に、子どもの貧

困対策推進計画を出す予定ですが、本市の子

ども・子育て支援計画は子育て制度について

ではありますが、貧困対策について書いてお

られません。貧困対策についての推進計画は

どのように取り組んでいこうとしていますか、

お聞きしたいと思います。 

 大きな３項目めですが、産業廃棄物中間処

理事業所についてお聞きします。橋本市神

野々区において操業する産業廃棄物中間処理

事業者、株式会社ワークのことでお聞きいた

します。 

 市当局と県保健所等でご尽力いただいてい

ることに、まず感謝いたします。私は６月議

会でも質問いたしましたが、市長もそのとき

に答弁ございましたが、住民の声に沿って努

力いたしますということでご答弁いただきま

して、本当にうれしゅうございますが、現在

も地域住民から不安に思っておられることが

ございますのでお聞きします。 

 今年の６月、山田地区区長会として平木市

長宛てに出しました５項目の要望書というか、

意見書というか、出したんですが、山田地区

区長会に５項目それぞれどのような回答をさ

れたか、５項目について次の五つを申し上げ

たいと思います。 

 まず一点目、廃棄物による不適正処理で生

活環境が悪化しているので、環境保全を徹底

されること。二点目に、産廃粉じんが飛散し

ていることは事実であるので、粉じん防止の

建屋建設に尽力されること。三点目に、株式

会社ワーク北側・東側で汚染水が地下浸透を

生じているので、適切な指導・処置を講ずる

こと。四点目に、株式会社ワーク埋め立て工

事について、産業廃棄物、汚染土・プラスチ

ック・ゴム・ガラス・金属など全部取り除い

て、将来にわたって駐車場以外の用途に使用

させないこと、という要望でございます。最

後に、産業廃棄物処理行政に対する地域住民

の不信払拭する一層の努力をされることとい

う５項目について、市長宛てに出されたこと

になっておりますが、ご回答、ご意見をお聞

きしたいと思います。 

 壇上からの質問をこれで終わります。どう

ぞご回答、よろしくお願いいたします。 

○議長（中本正人君）７番 髙本君の質問項

目１、高齢者世帯の福祉施策に対する答弁を

求めます。 

 健康福祉部長。 

〔健康福祉部長（石橋章弘君）登壇〕 

○健康福祉部長（石橋章弘君）高齢者世帯の

福祉施策についてお答えします。 

 まず、質問１の生活保護世帯数等について

お答えします。 

 平成28年10月現在の生活保護世帯数は336

世帯で、その人数は393人となっています。そ

のうち、障がい者は43世帯、母子世帯は９世

帯、高齢者224世帯、傷病者41世帯、その他は

19世帯となっています。また、生活保護受給

者でひとり暮らしの高齢者は204人となって

います。 

 次に、質問２のひとり暮らしの高齢者につ

いてお答えします。 

 平成28年１月１日現在のひとり暮らし高齢

者数は4,052人です。この人数は住民基本台帳

上の人数であり、家族と同居しているにもか

かわらず世帯分離している方なども含みます。

したがって、実際の独居の方の人数と差異が

あり、実際の独居の方の人数のほうが少し少

ないのではないかと考えられます。 

 また、過去５年間で孤独死された方の人数

ですが、地域包括支援センターで把握してい

る方は11名となっています。 

 次に、質問３のひとり暮らしの高齢者に対



－24－ 

する地域での見守り活動についてお答えしま

す。現在、本市が行っている高齢者見守り事

業は、緊急通報装置を設置する安全生活支援

サービス事業、高齢者配食サービス見守り事

業、地域見守り協力員による地域見守り支援

事業、認知症の方などを対象とした高齢者等

見守り・安心ネットワーク事業などです。ま

た、現在、一部地域では、それぞれ地域独自

の見守り活動を行っていると聞いています。 

 今後、高齢化がますます進む中で、本市で

は、誰もが住み慣れた地域で自分らしい暮ら

しを人生の最後まで続けることができるよう、

地域包括ケアシステムの構築を進めています。

このシステムは地域の皆さまとともにつくり

上げるものであり、その中には、安否確認な

ども入っており、その担い手は地域の皆さま

をはじめ、ボランティア、ＮＰＯなどを想定

しています。持続可能なシステムを地域の皆

さまとともに構築できるよう、有効な仕組み

を考えてまいります。 

 次に、質問５の介護認定をされながら介護

サービスを利用しないのは、どんな理由から

ですかとのお尋ねにお答えします。 

 平成27年度の実績では、要介護認定を受け

ている方のうち、居宅・地域密着・施設サー

ビスを受けた方の割合は94.6％で、要支援認

定の方の利用率は59.6％でした。ただし、こ

れ以外に住宅改修や福祉用具購入者もいるの

で、厳密にはもう少し利用率が上がります。 

 今回お尋ねの平成28年11月報告分では、要

介護認定等を受けながら介護サービス等を利

用しなかった方は372人で、平成27年度の実績

から考えると、ほとんどは要支援認定の方と

判断されます。 

 要介護認定者で介護サービスを利用しなか

った方の一番大きな理由は、過去の実績と窓

口での聞き取りから入院中であると判断して

います。入院中は医療サービスを受けるので、

その間、介護サービスは中断します。 

 要支援認定者では、住宅改修や福祉用具購

入のためだけに認定を受け、以後、介護予防

サービスを利用していない方や、介護予防サ

ービスを使う必要が出てきたときにすぐに利

用できるように、認定を受けている方もいま

す。 

○議長（中本正人君）上下水道部長。 

〔上下水道部長（大倉一郎君）登壇〕 

○上下水道部長（大倉一郎君）質問４の、ひ

とり暮らしの高齢者の水道代、電気代の滞納

者が何人おられるか掌握できていますかとい

うご質問に対してお答えします。 

 水道事業としては、水道料金の滞納者の人

数及び滞納金額については把握しております

が、その中で、ひとり暮らしの高齢者が何人

おられるかまでは把握しておりません。 

 そもそも水道料金は私債権であり、公債権

である市税のような調査権等がございません。

しかしながら、水道料金滞納者に対して督促、

催告等を実施しても、なお滞納している方に

対し、やむを得ず停水措置を実施する際には、

必ず市福祉関係部局との連携をとった上で行

っておりますので、ご理解を賜りますよう、

よろしくお願い申し上げます。 

 なお、電気代については、民間事業者が実

施する事業であるため、市では把握しており

ません。 

○議長（中本正人君）７番 髙本君、再質問

ありますか。 

 ７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）そしたら、質問２の項

目のところでちょっとお聞きしたいんですが、

先ほどの答弁で、生活保護世帯数が10月現在

336世帯、そのうち高齢者は約７割の224世帯

で、ほとんどがひとり暮らしの高齢者で204

人となっています。生活保護世帯だけでなく、

ひとり暮らしの高齢者がどのようにして孤独
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死に至ったのか、例えば、病気なら通院でき

ていたのか、食事をとって生活できていたの

か等々の状況を、行政の側からどの程度把握

しているかということをお聞きしたいんです

が、孤独死を再び起こさないために、高齢者

にとっても安全・安心のまちづくりを進めて

いく上で、個人情報保護を踏まえながら孤独

死に至った状況把握というのが、行政の側か

らもある程度つかんでいく必要があるんでは

ないかと思いますが、この考え方、いかがで

しょうか。 

○議長（中本正人君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（石橋章弘君）答弁の中でご

報告いたしました、地域包括支援センターで

把握している人が11名ということでございま

す。で、一つ一つ事例を報告するのもちょっ

と差しさわりがあるんですけれども、やはり

気づかれるというのが、二、三日姿を見ない

ので、近所の方がちょっと心配して通報があ

ったであるとか、あるいは心筋梗塞等突然の

病気であるとか、あるいはヘルパーさんが行

ったときに発見したとか、そういうふうな事

例が多くあるようです。 

○議長（中本正人君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）今の質問も、結局、今

答弁ありましたように、地域、行政も含めて

一緒にみんなで見守っていく、そのことはす

ごく大事かと思いますので、これからもそん

な形でやっていかなくてはと思います。 

 そして、次に、質問３の項目のところでお

聞きしたいんですが、生活保護を受けたいと

思っても我慢している高齢者、そういった方

が少なくありません。自分の暮らし向きをな

かなか他人に話せない、そんなことではない

かと思います。 

 しかし、地域の方や介護ヘルパーの方、病

院など、高齢者が困窮しておられる状況とい

うのは時々遭遇すると思います。そこで、行

政と地域との連携が大切だと思います。ひと

り暮らしの高齢者の見守り、生活のこと、健

康状態は大丈夫か、地域の皆さんからも気に

かけていただいているかなど、手のひらに乗

るような見守りが大切だと思います。 

 今後とも地域包括ケアシステムが、地域の

草の根の取り組みと行政との連携を図るため

に、地域と行政とを結ぶ、私の意見ですが、

協議会を地域につくって、それを各地区ごと

に設置してはどうかというふうに思います。

いろいろ行政の側からも制度やシステムがあ

りますが、地域と行政を結ぶ協議会を設置し

て、地域からの行政への要望、行政側からで

きることなどを出し合う場、そういう場の協

議会というのを設置していただきたいと思う

んですが、この点はいかがでしょうか。 

○議長（中本正人君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（石橋章弘君）今おただしの、

地域と行政をつなぐ協議会というような組織

の設置というご質問であったかと思います。 

 現在そういう地域と行政を結ぶ、特に、い

ろいろ日常生活でお困りの方等をつなぐ役割

が期待されておるのが、民生委員・児童委員

の制度がございます。それと、当然ご近所の

方、ご親戚の方から直接地域包括支援センタ

ーにご相談も多くございます。また、地域の

区・自治会の役員の方々からも情報提供なり、

ご相談を受けることもございます。 

 そのようなことで、我々、現在ご質問の中

にありましたように、今後、地域の人と人と

のつながり、助け合い等々をこれから強化し

て、地域包括ケアシステム構築に向けて取り

組んでまいりたいというふうに考えてござい

まして、現在のこういうシステムで一定、協

議会のようなものが区・自治会の中で機能し

ているのかなというふうには考えております。 

○議長（中本正人君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）私の提案なんですけど、
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今の地域包括ケアシステムがあるんですが、

日常的にそういう協議会という形があれば、

すごく情報も伝達が早く、いろんなことがそ

の場で協議される、各地区ごとに置かれてい

る状況というのは違うと思うので、把握する

上ですごく役に立つと思うんですが、ぜひ検

討していただくようにお願いしたいと思いま

すので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 この項目はこれで終わります。 

○議長（中本正人君）次に、質問項目２、子

どもの貧困対策とその関連に対する答弁を求

めます。 

 教育長。 

〔教育長（小林俊治君）登壇〕 

○教育長（小林俊治君）子どもの貧困対策に

関する就学援助制度についてお答えします。 

 平成28年11月24日現在で、橋本市内小学校

の要保護認定者数が９名、準要保護認定者数

が395名であり、中学校では要保護認定者数が

２名、準要保護認定者数が238名となっていま

す。 

 また、就学援助費の補助対象費目について

は、給食費、学用品費、通学用品費、校外活

動費、新入学児童生徒学用品費等のほか、児

童生徒会費、ＰＴＡ会費、修学旅行費が対象

で、国の標準単価を基準に補助金額を定めて

います。 

 議員おただしの、新入学児童生徒学用品費

等の支給金額は、小学校が２万470円、中学校

が２万3,550円となっており、９月に支給して

おります。また、ひとり親家庭、母子家庭・

父子家庭の人数については、現在の市内要保

護、準要保護認定者数644名のうち、母子家庭

が411名、約64％、父子家庭が11名、約２％と

なっています。 

○議長（中本正人君）健康福祉部長。 

〔健康福祉部長（石橋章弘君）登壇〕 

○健康福祉部長（石橋章弘君）次に、質問２

の、貧困対策について、その推進計画をどの

ように取り組むかというご質問にお答えしま

す。 

 平成26年１月17日に子どもの貧困対策法が

施行され、同年８月に、子どもの貧困対策に

関する大綱が閣議決定されました。 

 各都道府県においても子どもの貧困対策推

進計画を策定中であり、和歌山県では今年度

中の策定を予定していると聞いています。 

 本市においても、県の推進計画が策定され

れば、それに基づき子どもの貧困対策に取り

組んでまいりたいと考えています。 

○議長（中本正人君）７番 髙本君、再質問

ありますか。 

 ７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）それでは、質問１の項

目のところでまずお聞きしたいんですが、新

入学の学生服の費用は、私、ちょっと橋本市

内のあるお店でお聞きしたんですが、小学生

男子で平均１万40円でございます。女子で平

均１万1,050円です。中学生男子で平均４万

510円です。女子で平均４万9,730円でありま

す。 

 本市の新入学児童生徒学用品費、いわゆる

入学準備金ですが、この支給額は中学校で国

基準の、先ほど答えていただきました２万

3,550円です。とてもこの実際に買う費用には

追いつかない、不十分であると私は思います。

しかも、遅くとも、現状９月に支給されてい

るようですが、何とかこれを３月に支給でき

ないかと私は思っています。要るときに支給

するのが必要ではないかと思います。就学援

助受給世帯の暮らしを直撃していますこうい

う支給金額では、と私は思います。 

 去る５月の24日なんですが、参議院で日本

共産党の田村智子議員が、国会でもこの問題

を取り上げました。こういったことを聞きま

して、生活困窮世帯が入学準備金の立て替え
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をしなくても済むように、就学援助を入学前

の２月か３月に支給できないかという質問を

したところ、政府の答弁は、これまでも都道

府県教育委員会に対して、児童生徒が援助を

必要とする時期に速やかに支給できるよう十

分配慮するよう通知しています。市町村に引

き続き働きかけていきます、という政府の答

弁がございました。 

 現に、入学準備金を２月、３月に支給して

いるところ、私、調べてまいりました。来年

度から支給するところ、また、現在支給して

いるところがございますが、石川県小松市、

白山市、鹿児島県出水市、長野県安曇野市、

東京都八王子市、そしてまた群馬県太田市、

九州では福岡市、長崎市、熊本市、日田市な

ど、東京では足立区、新宿区、江戸川区、豊

島区、多摩市、東大和市、狛江市、青梅市、

立川市、小金井市などがございます。 

 小松市では、所得の確定が遅くなるので、

前年度所得でもって10月に申請を受付しなが

ら、入学準備金を３月に支給しています。八

王子市も、前年度の認定基準でもって入学準

備金のみ支給しています。鹿児島県出水市で

は、自治体の裁量に任されているということ

で、３月に入学準備金を支給しているという

ことであります。直接電話で問い合わせてみ

ましたが、そうおっしゃっていました。安曇

野市では、１月に源泉徴収が出るので、２月

に認定して入学準備金を支給しています。 

 入学準備金は年度内に使用されるものだか

ら、行政としては年度内予算というふうに見

ることができますよとおっしゃった市役所が

ございました。私が問い合わせしましたら。

なるほどなと私も思いました。文部科学省も

児童生徒が援助を必要とする時期に速やかに

支給できるよう十分配慮するようという通知

を出しているところですが、本市でも何とか

３月に入学準備金を支給できるようにしてほ

しいという保護者の願いがございますので、

何とか検討する課題にならないでしょうか。

ぜひお答え願いたいと思います。 

○議長（中本正人君）教育長。 

○教育長（小林俊治君）お答えします。 

 まず、就学援助の支給についてですけども、

本市におきましては国に準じて行っていると

いうことで、県の中でもまず高水準、非常に

高い就学援助の費用を捻出しているというの

を、まず一定ご理解いただきたいと、そのよ

うに思います。 

 次に、時期でありますけども、議員おただ

しのとおり、確かに入学時における入学用品

費はかなりの金額があると、そのように自覚

はしております。ただ、前年度収入によって

就学援助等を決定してまいりますので、例え

ば前年度収入に間違いがあった場合、規定以

上に実は収入があったということで、一旦支

払わさせていただきますと、今度は返しても

らうという作業が必要となってきます。この

場合、学校のほうで返却を求めることになり

ます。 

 現実、私自身もそういう場面に何度か遭遇

しました。支払うときには非常に、今、銀行

振り込み等でお支払いする、スムーズに行く

んですけども、返却を求める場合のしんどさ

といいますか、かなり辛いものがございます。

そういう意味でいいますと、今、９月に第１

回目の支給をしておりますけども、９月支給

ですと、まず間違いなく返却を求める必要は

なくなっていると思います。 

 そういう意味で、本市におきましては９月

支払い、第１期９月、第２期12月、第３期３

月、新入学品費につきましては９月一括払い

という形で続けて行っていきたいと、そのよ

うに思っています。 

○議長（中本正人君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）教育長の答弁、それは
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それでわかるんです。全国でこれだけ実施し

ているのは、一体どないしてんかと、けった

いなことやってるなと思ってはないと思いま

すけども、実際、やっぱり要るときに支給す

るというのが本当に保護者の立場から大事と

思うんです。現にやっているところあるんで

すよね。 

 ほんで、私、この中で聞きましたら、二つ

の市だけは返却してもらいませんと。そこま

でやるところあるんだなと私は思ったんです

けども、それはそれとして、やり方としては

前年度の収入基準でやれば、その分だけは支

給できると思うんです。そういうふうにして

工夫している自治体があるわけですから、ま

ったくできないとは言えない。必ずしも最新

の収入でせなあかんということはないと思い

ます。自治体の裁量に任されているわけです

から、そこはやっぱり何とか、そういうふう

にして努力している自治体があるわけですか

ら、できないとおっしゃらんと努力するよう

にしていただきたいと思うんですが、何とか

検討していただく課題にぜひともこれ、して

いただきたいんですが、いかがですか。 

○議長（中本正人君）教育長。 

○教育長（小林俊治君）３月支給、２月支給

というのは大変早い時期の支給になりますし、

これはかなり難しい、困難だと思います。 

 ただ、自分たちとしては、日にちを、例え

ば９月支給を６月支給というふうに検討をま

ずはしていきたいと、このように考えていま

す。 

 それと、確かに必要なときに必要な支給を

するということは大事なんですが、例えば、

２月、３月に支給した場合の年間のローテー

ションを考えますと、かえって１年間の生活

というのは、常にそのときだけが集中してお

金が必要ではないんではなくて、平準化して

必要な部分があると思います。いわゆる平準

化してご家庭に支給していくことが大事では

ないかと。 

 ただ、そのときに大事なのは、ご家庭の消

費の仕方というのも、やはり教職員とご家庭

との間で、ある意味一定の話し合いも必要で

はないかと。といいますのは、いわゆる社会

的自立を支援するための就学援助金でありま

す。そのときそのときさえ良ければいいとい

うものではなくて、やはりご家庭が社会的自

立をして、子どもともに前を向いて進んでい

くための資金であると、そのように考えて、

自分たちももう一度検討していきたいと、そ

のように思います。 

○議長（中本正人君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）ちょっと２月、３月に

ならないものかということも含めて、検討し

ていただくようにお願いいたします。 

 そして、次の質問に移ります。国は先ほど

言いました、子ども貧困対策推進法を2014年

１月に施行しましたが、各地方自治体で子ど

もの貧困対策推進計画をつくっております。

できていないのは東京都と和歌山県だけです。

遅れているわけですが、和歌山県は来年３月

にできるというふうに聞いております。 

 子どもの貧困の実態調査から始めていると

いうところが、全国で多くございます。アン

ケート調査をしているところから、いろいろ

意見、私も聞きましたが、ほとんど家庭の経

済状況や就労状況等を把握する項目を設けて

います。生活困窮層を把握しているというこ

とであります。 

 沖縄県の子ども調査、私はネットでとりま

したが、沖縄県が子ども調査をやりましたが、

Ａ４ページで80ページ、この報告書をつくっ

ております。全国で一番ひどい、貧困率が高

いのが沖縄県であります。だから、こういう

かなり突っ込んだ調査をしているということ

でありますが、その中で、どんな質問かとい
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いますと、子どもへの質問では、物品の所有

状況、友達との関係、食事を誰と食べている

か、学校生活について、また、家族に大事に

されているか、不安を感じていないか、こん

な質問であります。 

 それと保護者への質問では、就学援助で必

要な経費をカバーできているか、保護者の家

計状況、子どもへの支出状況、食料、衣類を

買えなかった経験があるか、電気・水道・ガ

ス代の滞納経験がありますか、子どもの健康

状態、子どもの放課後の居場所等々がアンケ

ートで書かれています。 

 本市においても、こういったことで本当に

貧困層の子どもたちの実態調査、それから自

分たち行政の側からも見えてないところがた

くさんあると思います。その実態調査をまず

はして、子どもの貧困対策推進計画をつくっ

ていく方向へ持っていかなくてはと思います

が、この実態調査、何とかやっていただきた

いと思いますが、やるお考えはありますでし

ょうか。 

○議長（中本正人君）教育長。 

○教育長（小林俊治君）貧困の連鎖を断ち切

るということは、これから行政の非常に大事

な事柄だと、そのように思っています。その

中で、まず、今、橋本市内の学校が行ってい

るのは生活実態アンケートという形で、朝食

をとっていますかとか、何時に寝ますかとか、

そういう生活実態アンケートは子どもたちに、

小学生を中心にしてとっています。 

 その中で一つ、私自身も考えますのは、例

えば0.3％の子どもが朝食をとっていないと

するならば、例えばその0.3％の子どもが果た

して貧困であるのかどうかのクロスができる

かどうか、これは問題やと僕は思っています。

貧困であるから朝食をとっていないというこ

とでも、まずはないというふうに思います。 

 そういう意味で、貧困とそれから生活実態

をクロスした調査というのは必要かなとも思

っていますので、議員のおっしゃる、実施し

ている市町のアンケートの内容も吟味させて

いただいて、検討をさせていただきたいと、

このように思います。 

○議長（中本正人君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）ぜひよろしくお願いい

たします。 

 調査のやり方なんですけど、沖縄県では小

学校１年生と５年生、中学校２年生を対象に

しているということで、神奈川県ではひとり

親家庭、児童扶養手当受給資格をされている

方を対象にしているということでありました。

長崎県大村市は、小学校５年生と中学校２年

生を対象に調査をしたということであります。

宮崎県えびの市では、子育て世帯だけでなく

教員や保育士、民生委員らにも、どんな支援

が必要かという、そんな調査もしているそう

であります。 

 本市でも、先ほどご答弁いただいたように、

そういう調査を検討していただいて、他市の

状況を調べながら、ぜひともこれ、何とかや

っていただきたいと。貧困対策は調査からと

思いますので、ぜひよろしくお願いいたしま

す。 

 そしたら、質問いたします。昨年の５月７

日のＮＨＫ番組のことなんですが、夜中12時

から始まります時論公論で、「待ったなし！子

どもの貧困対策」という番組がございました。

この中で、東京都足立区が昨年度から子ども

の貧困対策に取り組んでいる様子を報道され

ておりましたが、早期発見・早期支援、これ

に乗り出したという報道なんですが、早期発

見、具体的には子どもが生まれる前から貧困

につながるリスクを見つけ出そうと、そうい

った内容で、どういうことかといいますと、

妊婦が母子手帳を受け取る際に提出する妊娠

届出書で情報をつかもうとしているわけです。 
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 どういうことかといいますと、そこでアン

ケート項目にこんな質問を出しまして、パー

トナーとの関係や生活費などで困っていない

か記入させています。例えば、パートナーと

の関係が悪いと答えた人がいれば、ひとり親

世帯になるリスクがあると考えて、そうなっ

ても孤立しないように必要な支援を考えてい

こうということで、すごいいいアイデアだな

と私は思いました。さらに小学校１年生の全

世帯に協力を求めて、貧困の実態調査を行う

ことに今しているそうであります。保護者の

所得や公共料金の支払い状況、虫歯の有無な

ど、子どもの健康状態や食生活などを調べて、

明らかになった課題に重点的に取り組むため

ということで言っているそうであります。 

 子どもの貧困は、虐待や不登校、非行など、

さまざまな問題につながるおそれがあるから

であります。子どもの将来に大きな影響を与

えるからこそ、深刻化する前に支援の手を差

し伸べようという足立区のこのやり方、私は

すごいなと思いました。個人のプライバシー

に踏み込んで情報を集めることにしているわ

けですが、そこまでしてやろうとしている姿

勢であります。 

 この番組で、ＮＨＫ解説委員の村田英明氏

はこう言っています。私は、個人情報の取り

扱いには細心の注意を払いながらも、まずは

貧困の実態把握が対策を進める上で重要だと

思います、と言っておりました。足立区の妊

娠届書で情報を集めるアンケートの取り組み、

本市でも取り組んだらすごくいいなと思いま

すが、いかがですか。 

○議長（中本正人君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（石橋章弘君）今、いろいろ

ご紹介いただきました。実は本市でも、母子

健康手帳交付のときにアンケートをとってお

ります。その中には、いろんな多岐に渡るん

ですけれども、例えば、出産への不安であり

ますとか、いろんな項目の中に、経済的不安

についても項目はございます。ただ、主観的

に書かれるので、それが実際どの程度のとい

うことまではアンケートでは求めておりませ

んが、その後、リスクが高いような方々につ

いては、保健師が見守っていくというふうな

ことになります。また、必要であれば関係課、

福祉課等の連携であるとかいうふうなことと、

連携をとって対応していきます。 

 それと、今のお話の中で、例えば、貧困に

起因して虐待であるとかいろんな課題が出て

くる場合には、児童福祉法に基づく、本市の

場合は、橋本市要保護児童対策地域協議会と

いうのを設置してございまして、これにつき

ましては医療関係者でありますとか、児童養

護施設でありますとか、あるいは行政の担当

部局、あるいは民生委員、教育委員会部局等々

入った協議会、地域協議会を設置しておりま

して、そこで適切な支援を確保していくとい

うふうなことで取り組んでおることを報告さ

せていただきます。 

○議長（中本正人君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）子どもが生まれる前か

ら、そのパートナーとの関係を気にかけてあ

げることが大事かと思いますので、アンケー

トの中にそのことを加えていただくように、

ぜひお願いいたします。 

 それでは、次の質問に移ります。この貧困

問題なんですが、一般社団法人あすのば、日

本大学の子どもの貧困対策計画の策定状況に

関する調査結果、ちょっと長ったらしいんで

すが、これが出ておりまして、各都道府県別

に調査が、数字が出ておりまして、それによ

りますと、和歌山県は高校卒業後の就職率は、

ひとり親家庭で39.2％、奈良県が22.3％、兵

庫県は25.6％、京都府は15.7％、滋賀県は33％

でありますが、大阪府を除いて、この和歌山

県、ひとり親家庭の児童は大学入学が近畿圏
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で飛び抜けて少ないということであります。 

 ひとり親家庭の高校中退率も、和歌山県は

最も高くて4.9％であります。質問１で答弁が

ありましたように、市内の就学援助認定者644

名中、約66％の442名がひとり親家庭でござい

ます。高校卒業後、大学に行かず就職する率

がそれだけ高いということであります。それ

は家計が苦しいからであると思いますが、政

府は2014年８月、子どもの貧困対策大綱を閣

議決定いたしました。そこで、子どもの将来

が、その生まれ育った環境によって左右され

ることのないよう、また、貧困が世代を超え

て連鎖することのないよう必要な環境整備と

教育の機会均等を図る子どもの貧困対策は、

極めて重要です。そうした子どもの貧困対策

の意義を踏まえ、全ての子どもたちが夢と希

望を持って成長していける社会の実現をめざ

し、子どもの貧困対策を総合的に推進すると。

すごく拍手を送りたいような内容でございま

す。 

 和歌山県教職員組合の教育研究集会ですが、

先週の金曜と土曜日にありました。その資料

を私いただいたんですが、貧困家庭の実態調

査という内容なんですが、私、これを読んで、

ほんまに涙出るほどびっくりするような内容

が書かれておりました。 

 例えで申し上げますと、中学校はクラブ費

用等学用品以外にもお金がかかるため、クラ

ブのユニフォーム代を父親の給料日まで待っ

てほしいと子どもさんが言っているとか、仕

事がフルで、仕事で一人で待つことが多い。

両親とも遅く帰るということで、また、母子

家庭で母が昼、夜と仕事に追われていると。

また、こんなこともありました。靴底が破れ

たまま靴をはいている子どもがいる。家庭で

夕食の用意が難しく、子どもが祖母に預けら

れて夕食を食べている。また、真夏に真冬の

ズボンをはいてくる子どもがいる。また、父

親が失踪した家庭がある。現在、母も仕事は

しておらず、祖母の援助を受けて生活してい

る子どもさん。中には、生徒がアルバイトし

たいと先生に言ってきた。保護者の仕事の都

合で欠席することがある子ども。さらに、低

所得、シングルマザーの増加が貧困を生み出

しているという先生のアンケートもありまし

た。こんな状況です。 

 感情の起伏が激しい。給食の食べ方がすご

い。家庭で怒られ過ぎて、その反動が学校に

出てきて指示が入らない。人の話を聞かない。

そういう生徒もおられるそうです。仕事が忙

しく、休日も働いていて家にあまりいない。

朝早く出勤するため寝坊が非常に多く、朝ご

飯も食べずに登校する。学習意欲もなく、授

業中ぼーっとしている。そしてまた、円形脱

毛症が８月から出ている子どもさんがおると

いうことです。さらに、子どもに構ってくれ

ないので宿題をやってこない。基本的生活習

慣も身につかず、学習への意欲が低い。そう

いう子どもさんがおるということです。さら

に、母が仕事という理由で家をあけることが

多く、家事をしなければならないという不満

を訴えている子どもさんがいます。朝夕の食

事がとれないこともあり、栄養状態が気にな

っています。衣服がいつも汚れて、同じ服を

着てきている。さらに、食事については、コ

ンビニ弁当、カップラーメン等、保護者とも

ども食卓を囲んでという昔の雰囲気はないよ

うに子どもの話からうかがえる。生活が困窮

しているため、栄養面や衛生面で心配される

児童がいます。児童相談所と連携はとってい

ますという先生の声もあります。小学校、中

学校の段階で大学進学を諦めている、そうい

うことを言っている子もおられるそうであり

ます。朝食を食べていないことが多く、ほと

んど午前中は空腹である。また、学生服等の

高額なものを買うとき、教師が立て替える場
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合もある。また、母を刺激するのではなく、

子の頑張りをほめながらお母さんの協力を促

すようにしている、という先生の努力もあり

ます。また、こんなこともあります。朝早く

登校してお茶ばかり飲む子どもがいる。朝食

を食べていないため、元気がなかったり落ち

着きがなかったので、給湯室に呼んで餅やパ

ンを食べさせている。就学援助金を学校振り

込みしてもらい、徴収金の滞納を少しでも少

なくなるようにできないかという声もござい

ました。 

 そんなことで、これ、ものすごい数があり

ます、今、中間報告というてますけど、私、

これ読んでびっくりしました。これは橋本市

じゃなくて和歌山県下の状況なんですが、こ

んな実態調査の、隠れたところに私たちが知

らないことがたくさんあるということなんで

す。だから、教育長、ぜひとも実態調査とい

うのは、これも参考にしながら、教職員組合

のアンケート、実態調査を参考にしながら、

これからの対策を立てていく必要が、和歌山

県では３月につくるとおっしゃっていますが、

市独自で進んでやっていけるようにお考えに

なってくださるように、よろしくお願いした

いと思います。 

 それで、次にお聞きしますが、国会内で超

党派の、子どもの貧困対策推進議員連盟が今

年の２月できました。そこで私、調べました

が、正確ではないかもわかりませんが、ネッ

トで調べたんですが、全国で約300箇所の子ど

も食堂が今急増しているということで、その

半数が食事が無料ということで、地域のボラ

ンティアの皆さんでやっているそうでありま

す。 

 長崎大学の小西准教授がおっしゃっていま

すが、市民が手弁当で子ども食堂に取り組ん

できたが、本来は行政の役割です。将来は小

学校区に一つ設けるべきですという指摘をさ

れているところであります。 

 本市においても子どもの貧困対策の取り組

みとして、子ども食堂を検討していただけな

いでしょうかという私の質問でございます。

学童保育後、そのときに学童保育後の子ども

の居場所づくりとして、また、スタッフが勉

強を教えたり、調理や掃除など、生活習慣を

指導したりすることも子ども食堂でできる。

全国の子ども食堂で高齢者の方も来られるそ

うですが、そういった形で子どもさんや高齢

者の方も含めて、そういう本当に暮らしに困

っている人たちを救っていく、そういう子ど

もの子ども食堂というのが全国で広がってい

るわけでございます。 

 私の住む山田地区の知人も、この間お会い

しまして、ぜひとも子ども食堂を始めたい。

困っている子どもを何とかしてあげたい。そ

うおっしゃっていました。また、別の方から

もそんな話を私は聞いております。 

 そこで私、申し上げたいんですが、兵庫県

では、子ども食堂を県内で立ち上げる団体に、

調理器具や家具、食器購入費などの経費を最

大20万円まで補助する制度ができました。財

源はどうするのかといいましたら、あらかじ

め使途を決めて寄附を募る県のふるさと納税、

これを活用することにしているということで

あります。ですから、行政の側から実施する

意思を示すだけだと私は思います。財源の心

配をしなくて、ふるさと納税というのは、も

ともと橋本市のまちを良くしてほしい、発展

してほしいという願いから寄せられているわ

けですから、ほんまにもってこいの財源だと

私は思います。ですから、財政が苦しい苦し

いという答弁が多いんですが、このふるさと

納税を使いながら子ども食堂を実施すること

は可能かと思いますので、いかがでしょうか。

お願いします。 

○議長（中本正人君）教育長。 
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○教育長（小林俊治君）お答えします。 

 橋本市内にもそういうふうな形で、ＮＰＯ

なり、いろいろと取り組んでみたいというと

ころもございます。ただ、教育委員会としま

しては、まず一点目、先ほどの貧困に関する

アンケートですけども、まず、この部分はど

うとって、反映をどうしていくかということ

が非常に難しいなというのが先ほどからあり

ます。 

 もう一つ、今年度から教育と福祉の連携会

議という形で、教育委員会部局と福祉部局が

一緒になって子どもの貧困等についての協議

を行っています。来年度、より一層具現化し

ていくであろうと、このように思います。そ

の中に子ども食堂も入ってくるであろうと。

和歌山県も先ほど言われました補助は出てお

ります。県の補助はありますので、そういう

のを参考にしながら検討していきたいと、そ

のように思っています。 

○議長（中本正人君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）ぜひとも、待ち望んで

いるボランティアの人たちもおられるので、

ぜひお願いしたいと思います。 

 財源なんですが、ふるさと納税を使うとい

うことはアイデアと思うんですが、それはち

ょっとどうなんですかね。財政課、市長、ど

うですか。 

○議長（中本正人君）市長。 

〔市長（平木哲朗君）登壇〕 

○市長（平木哲朗君）髙本議員の質問にお答

えをします。 

 ふるさと納税を使うというお話をいただい

ているんですけど、ふるさと納税も、こうい

う分野というのを決めておりますので、そこ

に合うようなものがあれば使えるかなとは思

いますけども、子ども食堂というのは、原則

的にはＮＰＯであったりボランティアの方で

あったり、そういう方に運営していただくの

が理想かなというふうに思いますし、今後い

ろんな意見も聞きながら、どういう方法でで

きるのかと。橋本市としても決してやらない

と言ってるんではなくて、必要だという部分

は十分認識をしておりまして、今、突然ふる

さと納税のお話をいただきましたので、何と

か子ども食堂については民間やＮＰＯ、ボラ

ンティアの方とそういう中で議論をした中で、

こういう形でやりましょうかというのを、こ

ういう形でやらしていただきますというのも、

行政の中で一つの方針を決めさせていただい

て取り組んでいきたいとは思っていますので、

ご理解よろしくお願いします。 

○議長（中本正人君）７番 髙本君。 

○７番（髙本勝次君）次の質問事項に移りま

す。 

○議長（中本正人君）次に、質問項目３、産

業廃棄物中間処理事業所に対する答弁を求め

ます。 

 市民生活部長。 

〔市民生活部長（田中忠男君）登壇〕 

○市民生活部長（田中忠男君）産業廃棄物中

間処理事業所について、山田地区区長会長か

ら提出のあった要望書についてお答えします。 

 本年９月12日付で、山田地区区長会長名で

平木市長宛てに神野々区内で操業する産業廃

棄物中間処理業者、株式会社ワークに対する

要望書の提出がありました。この要望書と全

く同じ内容のものが伊都振興局長宛てにも提

出されていますので、県と市が共同で取り組

むべき要望であると理解し、県との連携を念

頭に取り組んでいます。 

 要望書の書面には、「さらなるご尽力のほど

よろしくお願いします」と記載されているこ

とから、項目ごとの回答はしていませんが、

山田地区区長会長及び神野々区長には、これ

まで同様、県や神野々区と連携し住環境の保

全に取り組んでいく旨、お伝えしています。 
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 おただしの項目ごとの市の考えや現在の状

況を説明しますと、一点目の、廃棄物による

不適正処理で生活環境が悪化しているので環

境保全を徹底されることについては、これま

でどおり地域住民の立場に立って、県及び関

係部と連携を図り、取り組んでいきます。 

 二点目の、粉じん防止の建屋建設に尽力さ

れることについては、現在、対応策等につい

て株式会社ワークと協議を重ね、要望してい

るところです。本市としましても、継続して

働きかけていきます。 

 三点目の、汚染水が地下浸透を生じている

ので、適切な指導・措置を講ずることに関し

ては、神野々区の要望や市の指導に従って、

株式会社ワークが施設敷地内に２箇所の沈殿

槽を備えた排水設備の設置を行ったため、本

年10月12日、神野々区、橋本保健所、本市の

３者で現場を確認しています。 

 四点目の、埋立工事について、産業廃棄物

の全部を取り除き、将来にわたり駐車場以外

の用途に使用させないことについては、今後、

埋立工事を再開する際には、橋本保健所立ち

会いのもと、不適切物混入の有無の確認を行

い、発見された場合は適切な措置を行わせる

ことになっています。 

 また、宅地造成等規制法による許可では、

施行完了後の土地利用について制限すること

はできません。土地利用者は関連する法令に

準拠した範囲で土地利用を図ることができま

す。 

 最後の、産業廃棄物処理行政に対する地域

住民の不信払拭する一層の努力をされること

についてですが、企業活動を行う上で、法令

遵守はもとより、地元住民からの信頼を得る

ことが安定した企業経営につながることや、

そういった点も踏まえた企業姿勢を地域住民

に示すべきであること等を、事業者に対して

積極的に指導していきます。 

○議長（中本正人君）７番 髙本君の一般質

問は終わりました。 

 この際、午後１時まで休憩いたします。 

（午前11時46分 休憩） 

      


